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使用料等値上げ強行さ

せない運動をさらに 
 
市は職員を削減し非正規の拡大、学

校・保育所の統廃合と民営化を進め福

祉・教育・子育て施策を低下させてい

ます。各種手数料・公共施設の使用料 

の値上げを強行し、年間８０００万円もの負担増を市民に押し

付けようとしています。公共施設等値上げを許さぬ運動を引き

続き広げましょう。西口開発には際限のない税金投入、ウェル

ネスプラザは、運営管理を民間企業（指定管理者）が代行し、

多額の指定管理料が毎年投入されています。一方で市の無責任

な対応のもと指定管理者制度など、施設の運営・管理の民営化

が、かたらいの郷入浴施設での疥癬発症に続くレジオネラ菌発

生等、市民の健康被害と市民福祉の低下につながっています。 

子育て・暮らし守る予算編成を 

日本共産党は、3 月議会に向け、健康・安全、魅力と活力のあ

る取手の街へ、市民主体の民主的な市政への転換を目指し市民と

の共同を進め、公的保育の充実で安心して働き子育てできる街、

若い世代が定住し健康で暮らせる街、地域経済へみなさんの願い

実現に全力を尽くしていきます。 

茨城衆院第 3 区市民連合結成のつどい＝1 月 29 日 
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国会が１月２０日、開会しま

しました。会期は６月１８日ま

での１５０日間です。日本共産

党は昨年の通常国会から天皇

が出席する開会式に２年連続

で志位和夫委員長ら幹部が出

席しました。志位委員長は会見

で、開会式について「天皇が国

政に関することはいわなくな

っており、前向きな変化が起こ

っている」と述べました。天皇

の退位問題について「どんなに

高齢になっても仕事をやめら

れない今のやり方は個人の尊

厳に照らして見直し、憲法に照

らしても議論が必要。皇室典範

の改定が筋」と表明しました。 

橋本県知事の 6 期 24 年は

「水余りなのに八ッ場ダムを建

設」「企業の来るあてもない大型

工業団地の造成」など、大型開

発優先で県民の暮らしや福祉は

後回しとする県政です。 

そのため暮らしや福祉の要望

―「医療の充実」や「高齢者対

策」がこれまで県民要望の上位

を占めてきました。この 2 年間

は「子育て支援」が県政要望の

第 1 位です。 

「子育て・若者支援」、「農

業守れ」を柱に 

3 月県議会で上野県議は「子
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「肝炎検査」助成の拡充求め、昨年12月から実現 

茨城県のＢ型・C 型肝炎ウイルス感染者は約 8 万人。肝炎治療

費の認定受診者は 2015 年度で 3494 人です。国はこれまでの

住民税非課税者のみを対象とした助成を住民税額年23万5千円

まで拡充しているにもかかわらず、県はこの改善を図っていませ

ん。 

県議会で、国の制度に合わせ対象者の拡充をと求めました。県

はこれに応じ、昨年 12 月から助成対象者を国基準へ拡大しまし

た。 

（衆院茨城３区） 
龍ケ崎市・取手市・牛久市・
守谷市・稲敷市・阿見町・ 
河内町・美浦村・利根町 
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どもの貧困対策」「保育士の確保

で待機児ゼロ」「低すぎる最低賃

金の引き上げ」など「子育て・

若者支援」を第 1 の柱に取り組

みます。 

また、農業大県の茨城であり

ながら農業予算は少なく、これ

では後継者の成り手がなくなり

ます。政府がすすめる「大規模・

集約化、株式会社化」などの農

業つぶしに「待った」をかけ、

茨城県が「農を守り育てる」施

策の充実を求め、農家の声を県

政に届け、実現を図ります。 

上野たかし 県議 

3 月県議会で（3月 6日）一般質問   

バスが出ます。議会傍聴にお出かけください。 

関戸 勇     小池えつ子 
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年度予算で」としています。入

浴施設の早期改修が求められま

す。 

 値上げは撤回せよ 
広報とりで（１月１５日付）

の臨時休業お知らせ「レジオネ

ラ肺炎は、急激に重症化して死

亡することも」「保健所の指示に

従って対応」の掲載は、レジオ

ネラ菌検出という事態の発生

に、取手市の反省がひとかけら

も感じられません。管理を代行

する指定管理者だけの責任では

ありません。 

市は施設管理怠慢の一方、昨

年１２月議会にトップダウンで

入浴施設の使用料１.５倍の値上

げを強行しました。値上げ実施

は撤回すべきです。 

甲状腺エコー検査のお知らせ 

医療福祉生協組合いばらき  

あおぞら診療所 で行います 

福島原発事故による被ばくを懸念されている方を対象に

甲状腺エコー検査を実施します。 

・日 時 土曜日の外来（当日診察医師が２人体制の時

に検診を行います。事前に電話や受付窓口で

の予約が必要です）。 

・場 所 あおぞら診療所（取手市新町３－１３－１１） 

・対象者 ４歳～１８歳 

・検診料 2,000 円（医療生協組合員は 1,500 円） 

申し込み、問い合わせ先 ０２９７－７２－６１３７

（あおぞら診療所） 

多くの市民、とりわけ一人暮

らしの高齢者にとって、切実な

かたらいの郷の入浴施設。レジ

オネラ菌検出による臨時休業が

続いています。 

市は、老朽化した入浴施設の

配管など原因の調査を進めてい

ますが、いまだ調査結果も入浴

解禁の見通しも明らかにされて

いません。 

レジオネラ菌検出 

 老朽化対策の遅れか 

日本共産党は、検出原因の十

分な調査・再発防止とともに、

安心して入浴できる施設の再開

を求めてきました。市は、かた

らいの郷の入浴施設配管工事の

設計委託料を、昨年９月議会補

正予算にやっと計上し議決され

ましたが、改修工事予定は、「新

報告に立つ埼玉県自治体問題研究所事務局長の渡辺繫博さん 

1 月 22 日 取手市福祉会館 

 

 「ウェルネスは盛況」と宣伝

する取手市ですが、その実態は、

キッズプレイルームも多目的ホ

ールも、当初想定人数の４割前

後の利用です。取手市はこれま

で他の公共施設で行ってきた市

の行事の多くをプラザで行い、

多目的ホールの利用者中６割を

取手市が利用し、料金収入の穴

埋めを行っているのが実態で

す。 

利用料金は、指定管理者への

管理料（年間１億３,１００万

円）算出の中に含まれているた

め、民間の利用が少ない分取手

市の利用で、当初から取手市の

利用を多く見込み指定管理者に

安定した収入を保障していま

す。 

不公正な 

取手市指定管理制度 

しかし、１２月議会で値上げ

が強行された他の公共施設では

そうはいきません。入浴施設休

止中のかたらいの郷はじめ入浴

施設の値上げが実施されれば、

利用者は減少し予測通りの料金

収入増は見込めません。それで

も市は、値上げ分の料金収入を

見込み、その分の指定管理料を

引き下げるとしています。 

  ウェルネスプラザ年間利用者数(保健センター含む)

想 定 数 実 績 数 （割合）

２３０,６８６人 ２０３,６５３人 88.3%

主な施設別利用者数

・キッズプレイルーム １０１,７４０人 ４４,３４０人 43.6%

・多目的ホール ８０,４００人 ３０,１６１人 37.5%
（利用団体中６割が取手市事業＝ウェルネスプラザ建設前は他の公共施設で行っていた）

 (2015年10月～2016年9月・取手市資料より）

1 月 22 日、1８名の呼び

かけ人が主催し、値上げ問題

と市政を考えるつどいが行

われました。昨年の市議会

で、5200 名の値上げ反対署

名は議会の保守・公明により

否決され、市の値上げ案が可

決。こうしたもと、市民の声

を無視した議会運営と市政

の在り方に抗議し、値上げを

させないと共に、公共施設の

在り方を市民としてどう考

え、何ができるか、市政はど

うあるべきか、と 

開催されたもので 

す。 

つどいでは「生活保護を受

ける私にとって自宅のプロ

パンガスでお風呂を沸かす

のは、経済的に大変。3～4

日に 1 回、かたらいの郷を利

用している。生活に欠かせな

い」など、入浴施設の利用者

の発言や、スポーツ・公民館

利用者からの切実な声も出

されました。 

公共施設等使用料・手数料値上げ問題

と市政を考えるつどいに 多数参加 

元気な自治体の特徴は 

公民館・社会教育活動などでの主権者育て 

特別報告では神奈川県秦

野市で、値上げ計画を中止さ

せた会の代表者から運動と

経験報告。専門家からの助言

として、埼玉県自治体問題研

究所事務局長が発言。「議会

の機能喪失と住民不在とい

う民主主義の劣化が進んで

いるなかでも、元気な自治体

がある。長野県阿智村などの

ように、公民館・社会教育活

動と、保健師など公衆衛生活

動が活発なこと。主権者育て

と地域づくりが進んでいる

ことです。」と報告しました。 

放 射 能 か

ら 子 ど も

を守ろう 


